
広域に降り積もる火山灰対策に資する火山灰予測情報のあり方（概要）

２．火山灰量に応じた防災対応の呼びかけ改善
➢ 大規模噴火時に、住民や地方公共団体等が広域に降り積もる火山灰対応を迅速に行えるよう、内閣府のガイドラインで示された各ステー

ジの火山灰量の閾値（30cm以上、3cm以上、微量以上）との対応が分かるように呼びかけや情報改善が必要
⚫ 火山灰による重大な災害が起こるおそれが高まったことを伝える火山灰警報※等の導入
⚫ 火山灰量と防災対応を紐づけた階級表の改善
⚫ 大規模噴火に伴って広域に降り積もる火山灰への防災対応のトリガーとするために、火山灰警報等を活用して呼びかけ
⚫ 噴火の推移に応じた火山灰の見通し情報として、1㎜以上の火山灰量もわかるよう火山灰予測情報を改善

➢ 噴火前に防災対応の準備をするための情報が必要
⚫ 噴火警報や記者会見の中で噴火前における火山灰に対する警戒呼びかけを強化

火山灰予測情報の降灰量の改善イメージ

【現状】1㎜以上は同一のカテゴリー（赤色）

【改善後】1㎜以上の火山灰量も分かるよう改善

イメージ

新たに発表する火山灰警報等

1．趣旨
〇 大規模噴火発生時の広域に降り積もる火山灰対策全般について、内閣府の「首都圏における

広域降灰対策ガイドライン」が取りまとめられ、火山灰量等に応じた防災対応や火山灰の見通し
等に関する情報の必要性が示された。

〇 このような背景の下、気象庁において「広域降灰対策に資する降灰予測情報に関する検討会」
（計3回）を開催※し、火山灰予測情報の改善案を取りまとめた。

内閣府の「首都圏における広域降灰対策ガイドライン」（令和７年３月）に基づき作成

※内閣府の「首都圏における広域
降灰対策ガイドライン」を踏まえ
た火山灰量の閾値と、検討され
たとるべき対応及び対応する呼
びかけの種別

※累積火山灰量に応じた防災対
応は内閣府の検討会にて示さ
れているものを参考に作成

これら改善によって、大規模噴火時の住民や地方公共団体等における広域に降り積もる火山灰対策を支援

種別 とるべき対応 累積
火山灰量

影 響 イメージ

一段強い
呼びかけ

原則避難※
火山灰により発生する重大な災害に厳重警
戒する。

30cm以上
（30cm～）
降雨時に木造家屋が倒壊するおそれがある。

木造家屋が倒壊する
（降雨時）

警報

自宅等で生活を継続
(状況に応じて生活可能な地域へ移動)※
火山灰により発生する可能性のある大規模な
交通障害やライフライン等の障害に警戒する。

3cm以上
30cm未満

（10cm～）
二輪駆動車が通行不能となるおそれがある。

（3cm～）
降雨時に二輪駆動車が通行不能となるおそれ
がある。

分厚く積もる

注意報

自宅等で生活を継続※
火山灰による交通やライフライン等への影響
に注意する。

0.1mm以上
3cm未満

（1cm～）
健康な人でも呼吸器に異常が起きるおそれが
ある。上水道の水質悪化や断水、下水道の使
用制限のおそれがある。

（3mm～）
降雨時に停電が発生するおそれがある。

（0.1mm～）
鉄道が運行停止になるおそれがある。喘息患
者や呼吸器疾患を持つ人は症状悪化のおそ
れがある。

地面が完全に覆われる

道路の白線が見えにくい

自宅等で生活を継続※
火山灰に留意して通常の生活を行う。

0.1mm
未満

航空機が運航停止になるおそれがある。
目に入ったときは痛みを伴う。

うっすら積もる

霧島山（新燃岳）2011年8月31日
噴火 鹿児島県霧島市牧園町

霧島山（新燃岳）2011年1月27日
噴火 宮崎県都城市御池小学校

桜島 2009年4月9日の噴火
鹿児島県鹿児島市錦江町

桜島 2009年10月3日の噴火
鹿児島県鹿児島市桜島島内

※令和７年１月～３月

北海道駒ケ岳1929年6月17日噴火
鹿部町鹿部尋常高等小学校

七飯町歴史館蔵

※名称は仮称

防災対策検討の
ための区分

事項
ステージ４ ステージ３ ステージ２ ステージ１

被害の様相
降灰量等

降灰量30cm以上
降灰後土石流が想定される範囲

降灰量３～30cm
被害が比較的大きい

降灰量３～30cm
被害が比較的小さい

降灰量微量～３cm

建物倒壊 木造家屋倒壊の可能性(降雨時) 体育館等の大スパンの大型建物は損壊の可能性 ー

輸送・移動、物資・
ライフライン供給

道路通行・物資供給困難
ライフライン影響大（長期化）

道路通行・物資供給困難

ライフライン影響小
鉄道・航空機等運行停止

物資供給支障

住民等の
基本的な行動

原則避難 自宅等で生活を継続
(状況に応じ生活可能な地域へ移動)

自宅等で生活を継続 自宅等で生活を継続

噴火直後は、自宅や堅牢な建物に退避 ー ー ー

通院による人工透
析や介護サービスが
必要な人等

原則避難 原則避難 自宅等で生活を継続
(状況に応じ医療の対応可能な地域へ移動)

自宅等で生活を継続

輸送・移動手段
及び物資供給

要救助者等がいる場合、
避難・救助を最優先に確保

ライフライン復旧及び物資供給を
最優先に確保

ライフライン復旧・維持を
最優先に確保

除灰等の準備・
影響ある分野は除灰開始

ライフライン分野の対応
（域外に避難した地域は、

優先順位低）
障害が長期化・影響が大きい状況から、

少しでも早い復旧に取り組む
早期の復旧に取り組み、復旧後は、

ライフラインを維持する
影響は一部に留まるため、復旧
及びライフラインの維持に取り組む



広域に降り積もる火山灰対策に資する火山灰予測情報発表のイメージ

火山灰予測情報

噴火関
連情報

噴火発生“深部”から“浅部”
へのマグマの移動

地震急増
地殻変動

“深部”の
マグマ溜まり

広域に火山灰が降るおそれ

地下のマグマ上昇等により、噴火の可能性が高まっている

解説情報
（臨時）

火山灰予報
（定時）

噴火と情報発表の改善イメージ

➤ ➤ ➤ 地震の急増、急激な山体膨張等 ⇒ 適時、噴火警戒レベル引上げ
➤ ➤ ➤ 観測データから活動低下と判断 ⇒ 適時、噴火警戒レベル引下げ

噴火
予報

噴火
警報

火山灰予報
（速報）

火山灰予報
（詳細）

火山灰調査
（聞き取り調査含む）

解説
資料

解説
情報

広域的に火山灰が降る
噴火の判断可
（ただし、その後どのくらい
継続するかは不明）

広域的に火山灰が降る
噴火の判断不可

噴火後
5～10分

噴火
警報

噴火
速報

火山灰調査（聞き取り調査
含む）結果を含めて発表

以降、3時間
毎に発表

継続時間が短い噴火を想定

噴火後
20～30分

レベル５
レベル5
の切替

噴火数時間前 噴火後数十分噴火直後

（注）ここで示す火山の活動状況は一例であり、実際は様々なケースがある。

正式名称は「火山の状
況に関する解説情報」

正式名称は「火山
活動解説資料」

レベルに応じた仮定噴煙高を設定

火山灰警報※等
火山灰
注意報

火山灰
警報

火山灰予報
（詳細）

火山灰予報
（詳細）

火山灰予報
（詳細）

火山灰予報
（詳細）

火山灰
警報

大規模噴火（継続時間が長い噴火）を想定

噴火後
30～40分

観測した噴煙高を用いて
火山灰量の計算を行い発表

噴火のおそれがある火山で
噴火を仮定して定期的に発表

事前の計算結果から最も適当
な結果を抽出して即座に発表

噴煙高度を一定と仮定した6時間
先までの予測を3時間毎、または
噴出状況が変化した場合に発表

噴火後
1時間程度

広域的に火山灰が降る大規模噴火が発生
した旨を呼びかけ（トリガーとなる情報）

当面は「噴煙高度が火口上10,000m以上、噴火が
30分程度継続」を、「広域に火山灰が降り積もるおそ
れがある大規模な噴火」の判断基準とすることを想定
（内閣府の「首都圏における広域降灰対策ガイドライ
ン」にも記載）

火山灰
警報

記者
会見

記者
会見

火山灰に対する警戒呼びかけを強化

火山灰に対する警戒呼びかけを強化

1㎜以上の火山灰量が
分かるよう改善
（見通し情報）

新たに導入

火山灰に対して警戒すべき地域を記載

（注）

（注）既存の「降灰予報」の枠組みの活用を想定。「速報」、「詳細」も同様。

※名称は仮称
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